
大学院教育の実質化の検証について
大学院部会の各ワーキング・グループにおける検討状況について

大学院教育の実質化に関する検証結果

検討の経緯

平成17年の中央教育審議会答申「新時代の大学院教育」で、大学院教育の実質化、国際
的な通用性の確保や信頼性の向上を提言。同答申に基づき、平成22年度までの５カ年の
振興計画として「大学院教育振興施策要綱」を策定。

平成23年度以降のための新たな施策パッケージの策定を視野に、今後の大学院教育の改
善の方向性を明らかにするため、人社、理工農、医療系及び専門職学位課程のワーキン
グ・グループを設置。

大学院部会の４つのワーキング・グループのうち、人社系ＷＧ、理工農系ＷＧ及び医療
系ＷＧでは、学問分野別（人文学系、社会科学系、数物科学系、物質・材料科学系、電
子・情報科学系、機械工学系、建築・構造工学系、生命科学系（生物学及び農学）、医
学、歯学、薬学、看護学）から抽出した約350専攻に対する書面調査を行い、さらにヒア
リング及び訪問調査を実施し、「大学院答申」に掲げられた項目の進捗状況を検証。

また、専門職学位課程ＷＧでは、法科大学院と教職大学院を除く、全84専攻に対する書
面調査を行い、さらにヒアリング及び訪問調査を実施し、現状の把握と課題の検証。

大学院答申や大学院教育振興施策要綱に基づく制度改正、グローバルＣＯＥプログラム
や大学院ＧＰ等の施策の効果として、修士課程を中心に大学院教育の実質化に取り組む
大学院は増加。

殆ど全ての大学院において経済的支援の取組が実施され、その受給人数も全体的には増
加傾向。

大学院ＧＰ等が改革意欲を促し、採択大学院では、博士課程段階を含めた体系的な大学
院教育を確実に実施。また、経済的支援の充実、国内外の研究プロジェクトへの参加等
に意義ある改革が進展。他方、改革の取組の他大学院への波及という面では不十分。

人材養成目的等の記載が抽象的なものや、実際の教育や入学者選抜が、必ずしも目的に
沿って展開されているとはいえない大学院もあるなど、大学院教育の実質化の取組状況
に差異。

博士課程については、博士の学位が如何なる能力を保証するものであるか等の共通認識
が十分に確立されているとはいえず、教育が担当教員による研究活動を通じたものにと
どまるものが多い。

高度専門職業人養成に特化し、理論と実務を架橋した実践的な教育を行う専門職大学院
は、平成１５年度以降、その発展が積極的に図られているが、教員組織の在り方や認証
評価機関が設置されていない分野の存在など、急速な広がりに伴う諸課題も存在。

（各分野の詳細は次ページ）
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現状

理工農系大学院は、修士号取得者全体の約６割、博士号取得者全体の約４割を占め、
国立大学の割合が高い

我が国の技術者等の人材養成は既に修士課程段階に移行し、修士課程修了者の就職率
が８割以上で近年上昇傾向。主な進路は技術者・研究者等の専門職、事務業務従事者。
建築・構造工学、農学等では企業等とともに官公庁等の公的機関へ進む者も多い

博士課程修了者の就職率は約６割で近年上昇傾向。主な進路は技術者・研究者等の専
門職、次いで大学教員。数物科学、農学等ではポスドク等として大学や公的機関に進
む者も多い

修士課程段階から博士課程段階への進学率は近年減少傾向

成果

大学院答申や施策要綱に基づく平成18年の大学院設置基準の改正等を受けて、多くの
大学院が学則等を改正し人材養成目的を明確化

殆ど全ての大学院において、修士課程段階を中心に体系的な教育課程の編成の取組。
具体的には、コースワーク等による専攻横断的な教育、複数教員による論文指導等を
実施

多くの大学院で、研究の進捗状況に関する中間発表の実施、学位審査申請時期の明確
化、論文作成に関する研究活動の単位化等の取組を実施

数物科学等では長期に大規模研究施設等に滞在する実験研究等がみられ、物質・材料
科学、機械工学など産業界との結びつきの強い分野を中心に企業等との連携による教
育プログラムが実施され、長期のインターンシップの導入が進展

殆ど全ての大学院において経済的支援の取組が実施され、その受給人数も全体的に増
加傾向。修士課程段階ではＴＡ、博士課程段階ではＲＡ受給の学生が漸増

課題

人材養成目的や修得すべき知識・能力、入学者受入方針の記載が概念的・抽象的で整
合的ではない大学院や、実際の教育や入学者選抜がこうした目的に沿って展開されて
いるとはいえないものもある

区分制博士課程において、人材養成目的が前期・後期いずれの課程を対象としている
のか不明確なものもあり、また、博士課程段階の教育が担当教員による研究活動を通
じて行われるものにとどまっているものも多い

博士の学位の考え方に関する共通認識が各大学院においても社会全体においても十分
に確立されておらず、５年間を貫く人材養成目的や修得目標が曖昧で、博士号取得に
必要な能力を確認する仕組みが確立されていない面がある

特に博士課程において、大学院教育の方向性と産業界等の期待とのミスマッチがあり、
教育内容やキャリア支援体制が多様なキャリアパスに十分に対応していない

博士課程段階において優れた入学者の確保が難しくなってきている

理工農系大学院
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現状

人文学系大学院は、修士号取得者全体の１割、博士号取得者全体の５％程度。私立大
学の割合が高く、国立大学と私立大学が同規模でそれぞれ半数近い

博士課程段階の入学者が３人未満の専攻が人文学系大学院入学者数全体の約６割

修士課程修了者の企業等への就職も増えているが、就職率は45％程度。主な進路は、
出版、マスメディア等の企業、官公庁、博物館、国際機関等の技術者・研究者等の専
門職とともに販売事務従事者で、次いで学校教員が多い

留学生をはじめとする学生の進路動向が十分把握されていないこともあり、博士課程
修了者の就職率は３割程度と低く、大学教員となる者が多く、次いで学校教員

博士課程段階への進学率は約２割と理工農系等と比べ高いが減少傾向

成果

大学院答申や施策要綱に基づく平成18年の大学院設置基準の改正等を受けて、多くの
大学院が学則等を改正し人材養成目的を明確化

半数以上の大学院において、専攻横断的な履修により幅広い視野を修得させる取組や
複数の教員による論文指導体制等、体系的な教育課程の編成の取組を実施

殆ど全ての大学院において経済的支援の取組が実施され、その受給人数も全体的に増
加傾向

課題

人材養成目的や修得すべき知識・能力、入学者受入方針の記載が概念的・抽象的で整
合的ではない大学院や、実際の教育や入学者選抜がこうした目的に沿って展開されて
いるとはいえない大学院が多い

区分制博士課程において、人材養成目的が前期・後期いずれの課程を対象としている
のか不明確なものも多く、また、博士課程段階の教育が担当教員による研究活動を通
じて行われるものにとどまっているものも多い

博士の学位授与率は上昇しているが４割程度であり、標準修業年限内の学位授与率は
約７％にとどまり、大学院答申以降も向上していない

キャリアパスの中心は主に大学教員にあり、高度専門職業人として社会の多様な場で
受け入れる環境が十分でない

博士の学位の考え方に大学院の間で相当な差異があり、博士の学位が如何なる能力を
保証するものか等の共通認識が、各大学院においても社会全体においても十分に確立
されておらず、修得目標等が明らかでない

キャリアパスが明らかではないことが優秀な学生の大学院への進学意欲を削ぐ結果と
なり、進学者が減少

人文学系大学院
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現状

専門職学位課程を除く社会科学系大学院は、修士号取得者全体の１割、博士号取得者
全体の６％程度。教育系は国立大学の割合が高く、社会科学系は、国立大学と私立大
学が同規模でそれぞれ半数近い。法学、政治学、経済学、経営学、公共政策等では留
学生、社会人の割合が高い

博士課程段階の入学者が３人未満の専攻が社会科学系大学院入学者数全体の約６割

修士課程修了者の企業等への就職も増えているが、就職率は５割程度。主な進路は、
技術者・研究者等の専門職より販売・事務業務従事者が多い

留学生をはじめとする学生の進路動向が十分把握されていないこともあり、博士課程
修了者の就職率は４割程度と低い。社会科学系大学院では、大学教員に次いで販売・
事務業務従事者となる者が多い

修士課程段階から博士課程段階への進学率は近年減少傾向

成果

大学院答申や施策要綱に基づく平成18年の大学院設置基準の改正等を受けて、多くの
大学院が学則等を改正し人材養成目的を明確にし、人材養成目的に沿って研究者養成
と高度専門職業人養成でコースを併設する大学院もみられる

多くの大学院において、専攻横断的な履修により幅広い視野を修得させる取組や複数
の教員による論文指導体制等、体系的な教育課程の編成の取組を実施

フィールドワーク、実証研究として、産業界や地域社会との連携による講義、中長期
のインターンシップや学外実習などの取組の実施もみられる

殆ど全ての大学院において経済的支援の取組が実施され、その受給人数も全体的に増
加傾向

課題

人材養成目的や修得すべき知識・能力、入学者受入方針の記載が概念的・抽象的で整
合的ではない大学院や、実際の教育や入学者選抜がこうした目的に沿って展開されて
いるとはいえない大学院が多い

区分制博士課程において、人材養成目的が前期・後期いずれの課程を対象としている
のか不明確なものも多く、また、博士課程段階の教育が担当教員による研究活動を通
じて行われるものにとどまっているものも多い

博士の学位授与率は上昇しているが５割程度であり、標準修業年限内の学位授与率は
社会科学系で約16％にとどまり、大学院答申以降も向上していない

キャリアパスの中心は主に大学教員にあり、高度専門職業人として社会の多様な場で
受け入れる環境が十分でない

博士の学位の考え方に大学院の間で相当な差異があり、博士の学位が如何なる能力を
保証するものかが等の共通認識が、各大学院においても社会全体においても十分に確
立されておらず、修得目標等が明らかでない

キャリアパスが明らかではないことが優秀な学生の大学院への進学意欲を削ぐ結果と
なり、進学者が減少

社会科学系大学院
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医療系大学院

現状

医療系大学院は、医学・歯学の博士課程の入学者が人文・社会・理工農系を含めた博
士課程全体の３割を占め、また、病院等に従事する社会人学生の割合が高く、職業人
養成の性格が強い

薬学・看護学系の大学院は学部と比べて規模が小さいが、近年、看護学系大学院の規
模が拡大

成果

人材養成目的の明確化に取り組むとともに、多くの大学院が細分化された専攻の大括
り化やコース等の組織再編

医療系人材養成を目的に追加・重視した大学院が見られ、分野を問わず、ほぼ全ての
大学院が研究者養成と医療系人材養成の２つの目的を設置

夜間開講や長期履修制度、資格取得と関連した教育等に取組み、社会人学生が更に増
加傾向

医学、薬学分野を中心に、創薬、治験、医療機器開発などの分野で産学共同研究が広
く行われており、これらの大学院では、寄附講座や外部招へい講義等の形で産業界と
連携した教育プログラムを実施

課題

学生の専門資格志向、医師・歯科医師臨床研修制度の導入、薬学部教育６年制の導入、
看護系大学の増加などは、研究者を志す学生の減少など、各分野の大学院生のキャリ
ア形成に大きな影響を与えるとともに、改革を進めようとする大学院に少なからぬ影
響

各大学院は、医療系人材の養成機能を強化する傾向にあるが、具体的に修得させるべ
き臨床技能や研究能力に関する到達目標が不明確な場合も少なくなく、その内容は様
々であり、大学院教育の質を確保する観点から、臨床研究等の位置づけに課題

5



現状

専門職大学院は、７年間で60大学に84専攻が設置され、約６割が私立大学となって
いる

制度創設時に例示された分野（経営管理、公衆衛生・医療経営、法務、知的財産、
公共政策(行政)、技術経営）に留まらず様々な分野に拡大

社会人学生の割合が約６割と高く、外国人学生が約１割、20代が約５割、30代が約
３割となっており、多様な人材の受入れが進んでいる

専任教員の約半数を実務家教員が占めている

認証評価機関は約９割の分野で設立されているが、いまだ検討中の分野もある

課題

急速な広がりに伴い、例えば、社会的要請等を踏まえた規模等の在り方、高度専門
職業人養成を目的とした理論と実務の架橋を図るための教育課程の在り方、産業界
や職能団体等との連携の促進、他の学位課程や学校種との関係の整理等の検討が必
要

より精緻かつ厳格な審査において設置時における質の保証を図るには、関係規定の
内容が不明確な現状について改善が必要

実務家教員の定義・基準などが詳細に定められていないため、実務家教員が多数を
占める、実務から長期間離れている教員がいるなど、実務家教員の様々な配置状況
がみられることから、その定義等の検討が必要

平成25年度までのダブルカウントの暫定措置が終了し、専門職大学院の教員が博士

後期課程と切り離された場合、教育資源の蓄積を支える研究活動や教員養成機能等
への影響を懸念

認証評価における特例措置（免除規定） は、専門職大学院の趣旨・目的等を踏まえ

ると、適切な経過措置期間の在り方にも留意しつつ見直しが必要

認証評価については、必ずしも厳しい評価となっていない場合もあり、評価基準や
方法等を改善し、厳格に運用

専門職大学院
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大学院教育の改善の方向性

人文・社会科学系

•産業界や地域社会と一層緊密に連携しな
がら、学生本位の立場に立った学位プロ
グラムとして組織的な大学院教育を展開
するとともに、産業界等と一層緊密に連
携し、学位の授与へ導くプロセスや将来
のキャリアパスを明らかにする

人材養成目的に沿った組織的な大
学院教育
円滑な学位授与の促進
産業界や地域社会との連携による
多様なキャリアパスの確立

理工農系

•国内外のあらゆる分野で活躍できるリー
ダーを養成するとともに、社会の多様な
場で中核として活躍できる人材を養成す
る博士課程教育を、５年間の一貫した学
位プログラムとして確立させていく

課程を通じた組織的な大学院教育
５年間を一貫して見通した博士課程
教育の構築
優れた学生の進学の促進
産学官の連携によるキャリアパスの
確立

専門職学位課程

•専門職大学院が様々な分野に急速に広が
る中、社会をリードする知見と応用力を
有する高度専門職業人材を養成するとい
う理念に立ち返り、本来の役割や機能に
照らし合わせ、教育内容の充実や質の向
上等を図る

社会的要請を踏まえた規模等の在
り方の検討
他の学位課程や学校種との関係等
の整理
理論と実務を架橋した教育内容・方
法の充実
博士課程（後期）との接続
認証評価システムの改善

医療系

•学位の質を確保しつつ、学生のキャリア
パスを明確に示し、学内外の他専攻や医
療機関等と有機的に連携し、高度化、多
様化する医療の動向を見据えた体系的な
教育を展開する

人材養成目的に沿った一貫性ある
大学院教育
医療系人材養成における臨床研究
の確立
研究者養成機能の充実
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今後の検討すべき改善方策について

博士号取得者が国内外の多様な場で中核的人材として活躍していくため、各大学院や
社会全体に、博士の学位の考え方に関する共通認識を確立し、５年間を通じ一貫した
学位プログラムとしての博士課程教育の確立

修士論文の作成に係る問題点等を踏まえ、修士論文に代えて、博士論文作成に着手す
るために必要な基礎的能力の審査に合格することを博士課程（前期）の修了要件に明
記することについて検討 等

５年間を一貫して見通した博士課程教育

課程を担当する教員の役割分担と連携を明確にし、複数教員による組織的な教育・研
究指導体制の確保

人材養成目的、修得させるべき知識・能力の体系、ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ･ﾎﾟﾘｼｰを整合的に規定す
るとともに、教育課程、成績評価、教育研究組織、学生支援等の情報を、学生や社会
に広く公開 等

課程を通じた組織的な大学院教育の確保

国内外から優れた学生を獲得するため、入学者受入方針を明示するとともに、多様な
能力や意欲、将来性を見極める公正な入学者選抜が必要。このため、大学院設置基準
に規定を整備することを検討

優秀な学生が経済的な不安を抱えることなく大学院に進学できるよう、給付型の経済
的支援を拡充 等

優れた学生の進学促進

他大学、研究機関、企業等との連携を強化し、様々な研究プロジェクトや学会への参
加、ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ、TA・RAなど多様な学修研究機会に豊富に接し研鑽を積む教育の充実

海外の大学等との国際的なネットワークを構築し、日本人学生の派遣の拡大、留学生
の受け入れ体制等の整備 等

国内外の多様な機関との連携による開かれた大学院教育

大学院が養成する人材像と産業界等の評価や期待を共有し、キャリアパスに関する認
識を高めるため、専門分野に応じて各大学と関連する産業界等との協議の場が必要

高度な知識、能力を修得する博士課程教育に対する社会人の需要に応える魅力的な博
士課程を構築するとともに、適切な処遇などの産業界の支援を期待 等

産学官の連携によるキャリアパスの確立

8



小規模な専攻などにおいては、専攻横断的な教育や大学間の連携・協力などによって、
組織的な教育を充実 等

質の高い教育体制の確立

専門職大学院における博士後期課程との接続（ダブルカウント）については、平成26
年度以降も継続するための制度的対応を検討

認証評価における特例措置（免除規定）については、今後は、自己点検評価・外部検
証にて代替することは認められるべきではなく見直しを検討

認証評価基準や実施方法の見直しにあたっては、より質に重点を置いた観点から改善
していく必要があり、そのための関係規定の改正を検討 等

専門職大学院の質の向上
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人文・社会科学系大学院 修士課程修了者の進路状況

○人文学 ○社会科学 ○教育

（出典：文部科学省「学校基本調査」）

進路状況（社会科学）

死亡・不詳

の者, 532 ,

7%

就職者,

4,337 , 55%

一時的な仕

事に就いた

者等, 2,086 ,

26%

進学者, 936

, 12%

進路状況（教育）

進学者, 359 ,

7%

一時的な仕

事に就いた者

等, 1,132 ,

23%

就職者, 3,384

, 67%

死亡・不詳の

者, 149 , 3%

就職先の業種（教育）

サービス職

業従事者,

43, 1%

その他専門

的・技術的

職業, 411,

12%

販売・事務

業務, 438,

13%

その他の業

務, 137, 4%

管理的職業

従事者, 21,

1%

大学以外の

学校の教員,

2,114, 63%

大学教員,

84, 2%

技術者, 136,

4%

研究者, 5,

0%

就職先の業種（社会科学）

販売・事務

業務, 2,585,

59%

サービス職

業従事者,

130, 3%

その他専門

的・技術的

職業, 492,

11%

大学以外の

学校の教員,

106, 2%

その他の業

務, 428, 10%

管理的職業

従事者, 287,

7%

研究者, 17,

0%

技術者, 298,

7%

大学教員,

61, 1%

進路状況（人文学）

進学者,
1,053 , 21%

一時的な仕
事に就いた
者等, 1,399

, 28%

就職者,
2,308, 45%

死亡・不詳
の者, 288 ,

6%

就職先の業種（人文学）

サービス職

業従事者,

61, 3%

その他専門

的・技術的

職業, 669,

29%

販売・事務

業務, 904,

38%

その他の業

務, 119, 5%

管理的職業

従事者, 15,

1%

大学以外の

学校の教員,

380, 16%

大学教員,

45, 2%

技術者, 128,

6%
研究者, 4,

0%

人文・社会科学系大学院 博士課程修了者の進路状況

○人文学

（出典：文部科学省「学校基本調査」、「大学院活動状況調査」）

就職先の業種（教育）

大学教員;
97; 55%

管理的職業
従事者, 2,

1%

研究者; 10;
6%

その他の業
務; 6; 3%販売・事務

業務; 4; 2%

サービス職
業従事者;

3; 2%

その他専門
的・技術的
職業; 17; 9%

大学以外の
学校の教
員; 40; 22%

就職先の業種（社会科学）

大学以外
の学校の
教員; 22;

4%

技術者; 9;
1%

研究者; 47;
8%

管理的職
業従事者;

33; 5%

大学教員;
328; 56%

サービス職
業従事者; 3;

0%

その他専門
的・技術的職

業; 45; 7%

販売・事務
業務; 75;

13%

その他の業
務; 39; 6%

○社会科学 ○教育

※就職者のうち27人、非就職者等のうち91人の計118人
（9％）はポスドク等に進んでいたことが判明している

※就職者のうち41人、非就職者等のうち77人の計118人
（9％）はポスドク等に進んでいたことが判明している

※就職者のうち11人、非就職者等のうち14人の計25人
（8％）はポスドク等に進んでいたことが判明している

進路状況（社会科学）

死亡・不詳
の者, 244 ,

19%

就職者,
601 , 47%

一時的な
仕事に就
いた者等,
417 , 32%

進学者, 23
, 2%

進路状況（教育）

死亡・不詳
の者, 40 ,

12%

就職者,
179 , 53%

一時的な
仕事に就
いた者等,
109 , 33%

進学者, 5 ,
2%

進路状況（人文学）

死亡・不詳の

者, 293 , 21%

就職者, 442 ,

32%一時的な仕

事に就いた者

等, 615 , 46%

進学者, 20 ,

1%

就職先の業種（人文学）

大学教員;
222; 50%大学以外

の学校の
教員; 65;

15%

その他専門
的・技術的
職業; 62;

14%

サービス職
業従事者;

9; 2%

販売・事務
業務; 43;

10%
その他の業
務; 16; 4%

技術者; 5;
1%

研究者; 18;
4%

管理的職業

従事者; 2;

0%
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理工農系大学院 修士課程修了者の進路状況

○理学 ○工学 ○農学

（出典：文部科学省「学校基本調査」）

進路状況（理学）

進学者,

1,158 , 19%

一時的な仕

事に就いた

者等, 346 ,

6%

就職者,

4,639 , 74%

死亡・不詳

の者, 81 , 1%

進路状況（工学）
進学者,

1,874 , 6%

一時的な仕

事に就いた

者等, 1,036 ,

3%

就職者,

27,487 , 90%

死亡・不詳

の者, 313 ,

1%

進路状況（農学）
死亡・不詳

の者, 53 , 1%

就職者,

3,259 , 78%

一時的な仕

事に就いた

者等, 314 ,

8%

進学者, 559

, 13%

就職先の業種（理学）

大学以外の
学校の教

員; 250; 5%

技術者;
2,851; 62%

研究者;
432; 9%

管理的職業
従事者; 15;

0%

大学教員;
5; 0%

サービス職
業従事者;

62; 1%

その他専門
的・技術的
職業; 143;

3%

販売・事務
業務; 677;

15%

その他の業
務; 210; 5%

就職先の業種（工学）

販売・事務
業務;

1,494; 5%

その他専門
的・技術的
職業; 323;

1%

サービス職
業従事者;
300; 1%

大学教員;
28; 0%

管理的職業
従事者; 84;

0%

研究者;
1,536; 6%

技術者;
23,134;

85%

大学以外の
学校の教
員; 94; 0%

その他の業
務; 604; 2%

就職先の業種（農学）

販売・事務

業務, 770,

24%サービス職

業従事者,

84, 3%

その他専門

的・技術的

職業, 143,

4%

大学以外の

学校の教員,

52, 2%

その他の業

務, 173, 5%

管理的職業

従事者, 28,

1%

研究者, 401,

12%

技術者,

1,598, 49%大学教員,

11, 0%

理工農系大学院 博士課程修了者の進路状況

（出典：文部科学省「学校基本調査」、「大学院活動状況調査」）

就職先の業種（工学）

販売・事務業
務; 31; 1%

その他専門
的・技術的職

業; 43; 2%

サービス職
業従事者; 9;

0%

大学教員;
414; 15%

管理的職
業従事者;

36; 1%

研究者;
918; 34%

技術者;
1079; 41%

大学以外の
学校の教員;

76; 3%

その他の業
務; 82; 3%

就職先の業種（理学）
その他の業
務; 12; 1%

販売・事務業
務; 20; 2%その他専門

的・技術的
職業; 52;

6%

サービス職
業従事者; 6;

1%

大学教員;
98; 11%

管理的職
業従事者;

7; 1%

研究者;
394; 44%

技術者;
258; 29%

大学以外
の学校の
教員; 40;

5%

就職先の業種（農学）

大学以外
の学校の
教員; 9; 1%

技術者;
122; 18%

研究者;
351; 53%

管理的職
業従事者;

5; 1%

大学教員;
104; 15%

サービス職
業従事者;

2; 0%

その他専門
的・技術的
職業; 37;

5%

販売・事務業
務; 27; 4%

その他の業
務; 20; 3%

※就職者のうち171人、非就職者等のうち282人の計453人
（31％）はポスドク等に進んでいたことが判明している

※就職者のうち214人、非就職者等のうち182人の計396人
（11％）はポスドク等に進んでいたことが判明している

※就職者のうち165人、非就職者等のうち98人の計263人
（24％）はポスドク等に進んでいたことが判明している

○理学 ○工学 ○農学

進路状況（農学）
進学者, 2 ,

0%

一時的な
仕事に就
いた者等,
383 , 34% 就職者,

677 , 61%

死亡・不詳
の者, 52 ,

5%

進路状況（理学）

進学者, 15
, 1%

一時的な
仕事に就
いた者等,
487 , 33% 就職者,

887 , 60%

死亡・不詳
の者, 94 ,

6%

進路状況（工学）
進学者, 5 ,

0%

一時的な
仕事に就
いた者等,
772 , 21%

就職者,
2,688 , 72%

死亡・不詳
の者, 249 ,

7%
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医療系大学院 修了者の進路状況

（出典：文部科学省「学校基本調査」）

○修士課程修了者 ○博士課程修了者

進路状況（保健）
進学者,
65 , 1%

臨床研修
医, 29 ,

1%

死亡・不
詳の者,
263 , 5%

就職者,
3,891 ,
77%

非就職者
等, 826 ,

16%

就職先の業種（保健）

その他の業
務; 32; 1%

販売・事務
業務; 7; 0%

その他専門
的・技術的
職業; 2409;

62%

サービス職
業従事者;

9; 0%

大学教員;
825; 21%

管理的職業
従事者; 8;

0%

研究者;
466; 12%

技術者;
113; 3%

大学以外の
学校の教
員; 38; 1%

進路状況（保健）

進学者, 823

, 14%
一時的な仕

事に就いた

者等, 435 ,

8%

就職者,

4,292 , 76%

死亡・不詳

の者, 130 ,

2%

就職先の業種（保健）

大学以外の
学校の教

員; 149; 3%

技術者;
679; 16%

研究者;
478; 11%

管理的職業
従事者; 19;

0%

大学教員;
243; 6%

サービス職
業従事者;

59; 1%

その他専門
的・技術的

職業;
2,451; 56%

販売・事務
業務; 197;

5% その他の業
務; 100; 2%

0.0%

0.2%

24.4%

72.8%

69.8%

47.0%

41.5%

71.1%

42.4%

68.5%

42.9%

9.1%

84.6%

88.9%

87.4%

90.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⑯実施・検討せず

⑮現在検討中

⑭その他の取組実施

⑬留学生の英語等による論文作成の許可

⑫複数教員による論文指導体制の構築

⑪論文指導時間を確保するためのｵﾌｨｽｱﾜｰ設定

⑩論文作成に関連する研究活動の単位認定

⑨学位の年間複数回申請化

⑧研究遂行能力を把握する仕組みの整備

⑦研究進捗状況に関する中間発表の実施

⑥コースワーク修了時の学力審査体制の整備

⑤指導教員が学位審査に非関与

④論文発表会の公開

③学外審査委員の登用

②学位審査委員名の公表

①論文要旨・審査結果要旨の外部への公開

平成18年度

平成19年度

平成20年度

（出典：文部科学省「大学院活動状況調査」）

博士の学位授与の円滑化に関する取組（平成18～20年度の推移）
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標準修業年限内の学位授与率の推移

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

授
与
率

人文 7.1% 9.9% 7.2% 7.4%

社会 15.1% 17.7% 16.3% 15.9%

教育 20.4% 22.6% 17.3% 19.4%

理学 46.1% 50.3% 48.2% 47.0%

工学 52.8% 51.6% 49.3% 48.0%

農学 52.9% 51.0% 52.9% 49.6%

保健 56.2% 56.2% 55.6% 54.9%

合計 42.6% 43.5% 42.1% 41.4%

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

学位（課程博士）授与率について（１）

（出典：文部科学省「大学院活動状況調査」）

○ 国公私別 標準修業年限内の
学位授与率（20年度）

２０年度 国立 公立 私立
人文 5.5% 14.5% 8.7%
社会 21.1% 26.9% 10.8%
教育 19.3% － 19.5%
理学 46.8% 38.9% 56.3%
工学 47.8% 48.9% 48.7%
農学 48.3% 35.9% 67.6%
保健 53.1% 48.8% 62.0%
合計 43.5% 39.1% 35.9%

○ 学位授与者（課程博士）のうち標準修業年限
からの超過年別割合（20年度）

２０年度
修業年限

以内
１年超過 ２年超過 ３年超過

４年以上
超過

その他
（早期等）

人文 15.1% 13.0% 14.0% 14.6% 36.5% 6.8%
社会 31.2% 20.3% 14.7% 11.6% 15.9% 6.4%
教育 40.3% 24.2% 8.1% 10.2% 12.9% 4.3%
理学 58.8% 22.3% 7.5% 4.5% 1.7% 5.2%
工学 50.1% 24.8% 6.9% 3.5% 2.3% 12.4%
農学 61.8% 21.7% 6.3% 2.6% 2.3% 5.3%
保健 64.0% 16.2% 8.7% 4.3% 3.4% 3.4%
合計 53.3% 20.3% 8.5% 5.2% 5.8% 7.0%

○ 学位授与率（※）の推移
※当該年度の課程博士授与数／当該年度から標準修業年限前の
博士課程入学者数 （入学者のうち最終的に課程博士を授与され
る割合の推計値）

授与率 3年度 14年度 18年度 19年度 20年度
人文 4.7% 27.0% 38.8% 39.9% 42.4%
社会 11.0% 33.2% 44.4% 46.2% 46.4%
教育 16.3% 34.6% 40.4% 43.1% 44.5%
理学 63.1% 80.2% 77.5% 74.6% 75.7%
工学 78.1% 87.7% 79.9% 78.4% 78.5%
農学 76.7% 75.5% 78.8% 74.9% 73.8%
保健 86.1% 79.7% 76.0% 82.5% 81.2%
合計 64.5% 67.3% 68.6% 70.1% 69.8%

学位（課程博士）授与率について（２）

（出典：文部科学省「大学院活動状況調査」）13



経済的支援（ＴＡ・ＲＡ等）の受給状況について（１）

○ 修士課程学生の状況 ○ 博士課程学生の状況

※ 特別研究員（ＤＣ）は予算上の積算に基づく

ＴＡ・ＲＡ受給推移（修士課程学生）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

受
給
割
合

ＴＡ割合 35.1% 34.9% 36.2% 38.2%

ＲＡ割合 0.5% 0.1% 0.3% 0.8%

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

57,682人 57,720人 59,850人

63,116人

848人 226人 474人 1,381人

ＴＡ・ＲＡ・ＤＣ受給推移（博士課程学生）

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

受

給

割

合

ＴＡ割合 21.3% 21.6% 21.8% 21.1%

ＲＡ割合 13.5% 13.5% 15.0% 16.2%

ＤＣ割合 4.9% 5.1% 5.4% 5.9%

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

15,931人 16,299人 16,295人 15,660人

10,076人 10,165人
11,217人 12,025人

3,640人 3,820人 4,070人 4,400人

（出典：文部科学省「大学院活動状況調査」）

経済的支援（ＴＡ・ＲＡ等）の受給状況について（２）

TA人数 受給割合
人文 2,356 19.2%
社会 3,168 14.3%
教育 2,801 24.9%
理学 7,431 51.1%
工学 31,709 48.1%
農学 5,473 59.6%
保健 4,840 36.3%

TA人数 受給割合 RA人数 受給割合 DC人数 受給割合
人文 1,616 21.6% 478 6.4% 387 6.4%
社会 1,746 20.7% 772 9.2%
教育 560 28.8% 118 6.1%
理学 1,639 28.5% 2,545 44.3%
工学 2,614 18.5% 3,894 27.5%
農学 1,436 35.3% 547 13.5%
保健 3,972 16.4% 2,421 10.0% 431 1.8%

482

2,751

4.7%

11.5%

【20年度分野別状況】 【20年度分野別状況】

※DCは、平成18～20年度のDC1採用者と平成19,20年度のDC2採用者の合計から推計

【20年度国公私別状況】 【20年度国公私別状況】

TA人数 受給割合
国立 38,870 41.0%
公立 2,362 24.5%
私立 21,884 35.9%

TA人数 受給割合 RA人数 受給割合
国立 11,306 21.9% 10,097 19.6%
公立 917 20.6% 234 5.3%
私立 3,437 18.9% 1,694 9.3%

（出典：文部科学省「大学院活動状況調査」）

○ 修士課程学生の状況 ○ 博士課程学生の状況
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理工農系大学院における優れた取組（例） 

 
○ 群馬大学工学研究科応用化学・生物化学専攻 

博士課程（前期）では，幅広く高度な知識・能力を養うため，①専任外国人教員による論文発表技

法の講義，②経営管理，産業技術論等の経営的方法論の講義，③数学，物理学，化学に関する基礎的

内容を集中的に講義および演習を行う工学基礎インテンシブ I～V などを含む研究科共通科目を開設。 
大学院連携講座（連携協和発酵キリン㈱，日本原子力開発機構高崎量子研究所，理化学研究所等）

の客員教員や他大学の非常勤講師による特別講義を開設し，専門以外の研究領域についても最新の知

識を体系的に修得。  
  博士課程（後期）では，工学分野に共通な課題抽出能力，課題設定能力，課題解決能力，成果発表

能力等を身に付けさせることを目的として，他の専門研究分野に関係する課題を設定してリサーチプ

ロポーザルを行い，発表会において発表と討議を行う「領域間交流ゼミ（１単位）」を必修科目とし

て開設。また，国際会議において英語で研究発表を行い，海外の研究者との討論，交流を行う「国際

インターンシップ（１単位）」を義務付け，英語でコミュニケーションする実践的能力を養うととも

に，諸外国の研究者，技術者との交流を通して国際的に活躍できる人材を育成。 
 

○ 立命館大学テクノロジー・マネジメント研究科テクノロジー・マネジメント専攻 

博士課程（前期）では，カリキュラムを，コア科目，展開科目，選択科目に区分し，基礎科目とな

るコア科目 6 科目を必須科目として，各領域での発展的理論を展開科目で履修し，さらに産業領域ご

との実践的な方法論を展開科目で履修。また，研究のための定量・定性分析手法科目も設置し，コー

スワークで理論を理解した上で，１年生後期から課題演習，２年生から課題研究という研究指導科目

において，修士学位論文作成のための研究活動を実施。 
  博士課程（後期）では，５科目のコースワークを設置し，海外の論文講読や定量分析・定性分析手

法を修得。研究進捗を管理するため，年に３回研究進捗発表会を実施している。 

  院生には，技術者としてキャリアを積んだ社会人が多く，ほとんどが工学系修士を持っているが，

ＭＯＴ博士論文作成の手法についてのノウハウを持たない者が多いため，コースワークが非常に有効。

なお，全開講科目の２／３を夜間および土曜日開講で実施。 
 

○ 東北大学理学研究科 

理学研究科を構成する全６専攻が一体となって，異分野融合をキーワードとした３つのプログラム

を総合的に実践。 

 ①広域的学際性養成プログラム（前期１年～） 

  専攻横断科目の履修や，英語による講義等を通じて，理学全般に対する幅広い理解力と科学英語力

を養成。また，教育カルテを作成し，学習状況を記録。 

 ②実践的研究能力養成プログラム（前期１年後半～） 

  理学キャリアパス講座，海外サマースクール，海外企業へのインターンシップ等を通じて，科学的

思考力を背景に，理学の社会への係わりへと展開できる実践力を養成。 

  ③情報発信能力強化プログラム（後期１年～） 

  英語論文作成指導，英語プレゼンテーション実践演習，学生によるセミナーの開催等を通じて，国

内外への情報発信能力と，国際的リーダーシップ能力を養成。 

 

○ 東京工業大学博士一貫教育プログラム 

理工学研究科，生命理工学研究科，総合理工学研究科，情報理工学研究科，社会理工学研究科の５

研究科の３２専攻では，博士課程（前期）と博士課程（後期）を連結させて考え，博士の学位取得の

標準修学期間を３～４年とする博士一貫コースプログラムを設置し，博士課程（後期）の一部の定員

を充当。 

コースワークカリキュラム以外に，海外研修，インターンシップ等の派遣プログラムを必修とする

ことにより，専門力，人間力の向上を目指し，特に海外研修では，海外大学での単位取得を推奨。博

士一貫教育プログラムでは，修士論文作成を義務とせず，特定課題研究による修士課程修了が可能。 

15



人文学系大学院・社会科学系大学院における優れた取組（例） 

 
 
○ 慶應義塾大学経済学研究科経済学専攻 

博士課程（前期）に，ミクロ・マクロ・計量経済学のコアコースを設定するとともに，設置科目を

基礎科目，専攻科目，演習科目に区分し，それぞれの必要単位数を明記することによって（基礎科目

８単位以上，専攻科目１０単位以上，演習科目８単位以上），体系的・系統的な知識を修得。 
博士課程（後期）においては，「特論科目」「演習科目」の２つの体系の下で知識の深化（１２単位

以上取得），複数教員による共同授業・演習の実施，学位取得促進のため予備審査制度の導入，外部

審査員への依頼，基準の明確化を実施。 
留学生受け入れのために，全て英語によって受験可能な入試制度を用意。英語による授業も２０目

以上設置され，英語だけによる学位取得も可能。 
東京工業大学とジョイント・ディグリー・プログラム，副専攻制度が整えられ，経済学と理工学に

わたる「文理融合型」の学生を育成。 
パリ政治学院（シアンスポ）とダブル・ディグリー・プログラムが開始され，国際的な環境で学生

が学べるような制度を用意。 

 

○ 首都大学東京大学院社会科学研究科経営学専攻 

  研究者養成と専門職業人養成のためのコースを分離。 
  博士課程（前期）の高度専門職業人養成プログラムは，社会人が通学しやすい新宿の都庁内のサテ

ライトキャンパスで平日夜間・土曜日に開講。職業人として高度な専門分野における知識・能力を修

得できる教育カリキュラムを備えるように，プログラム・ディレクターを配置。社会人のニーズを踏

まえて，継続的に教育カリキュラムを改善。また，修士論文に代えて，特定の課題について自主研究

する課題研究論文を提出することも可。 
 

○ 名古屋大学文学研究科人文学専攻 

（総合人文学コース，基層人間学コース，歴史文化学コース，文芸言語学コース） 

博士課程（前期）において，人文学全般にわたる幅広い知識と方法論を身につけるための各コース

共通科目として，｢人文学基礎｣，｢人文学演習｣，｢人文学先端研究｣を設置。 
  「人文学基礎」(必修２単位)：人文学の諸課題を俯瞰し，自らの専門を人文学の文脈の中に位置づ

けるための科目。 
「人文学演習」(選択２単位以上)：複数の学問領域にまたがる人文学研究の方法論を身につけるた

めの科目。フィールドワークの手法の習得に重点を置いた｢フィールドワーカー養成プログラ

ム｣関連科目，外国語による発信能力を高めるための｢外国語発表法｣，｢外国語論文作成法｣な

ど。 
「人文学先端研究」（選択２単位以上）：人文学の最新の研究動向を知り，自らの専門領域の研究に

活用するための科目。グローバル COE プログラム関連科目｢テクスト布置解釈学概論｣など。 
博士課程（後期）では，各専門の｢特別研究｣４単位，及びグローバル COE プログラム関連科目｢テ

クスト布置解釈学原論・各論｣４単位を必修単位として課し，研究能力の向上を期すとともに，各専

門での研究指導では，１年ごとに認定論文を提出させ，研究の進捗状況を把握し，適切な指導・助言

を通じて，標準修業年限内での課程博士論文の作成を促進。 
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